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○庄原市ふるさと応援寄附条例  

平 成 20年 ６ 月 30日 条 例 第 44号  

改正  

平成 28年３月 23日 条 例 第 17号  

平成 29年 12月 25日 条 例 第 21号  

庄原市ふるさと応援寄附条例  

（目的）  

第１条  この条例は、庄原市のま ち づ く り に 賛 同 する 個 人 又 は 団 体 か ら 寄 附 金を募

り、当該寄附金を財 源として事 業 を 行 う ことに よ り 、住 民 参 加 型 の 地 方 自 治を推

進し、美しく輝くふるさとづく り に 資 す る こと を 目 的 と す る 。  

（事業の区分）  

第２条  前条の寄附金を財源とし て 行 う 事 業 は 、 次の と お り と す る 。  

(１ ) 自治、協働及び定住に関 す る 事 業  

(２ ) 産業及び交流に関する事 業  

(３ ) 環境、基盤、交通及び情 報 に 関 す る 事業  

(４ ) 保健、福祉、医療及び介 護 に 関 す る 事業  

(５ ) 教育及び文化に関する事 業  

(６ ) 市民団体等の公益的な事 業 に 対 し て 行う 補助  

(７ ) その他市長が別に定める 事 業  

（寄附金の使途指定）  

第３条  寄附者は、前条各号に規 定 す る 事 業 のう ち、寄 附 の 使 途 と し て 、あ らかじ

め事業を指定することができ る。  

２  前項に規定する事業の指定が な い 寄 附 金 につ い て は 、市 長 が そ の 事 業 を 定める

ものとする。  

（事業への充当）  

第４条  この条例に基づく寄附金 は 、毎 年 度 、庄 原市 一 般 会 計 予 算 の 歳 入 と して受

け入れ、第２条各号 に規定する 事 業 に 要 する経 費 に 充 当 し 、有 効 か つ 適 正 に活用

するものとする。  

（基金の設置）  

第５条  寄附者から収受した寄附 金 を 適 正 に 管 理 運用 す る た め 、庄 原 市 ふ る さと応
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援寄附基金（以下「基金」とい う 。 ） を 設 置す る。  

（積立て）  

第６条  基金として積立てる額は 、第 ４ 条 の 規 定 によ り 活 用 す る 寄 附 金 に 残 額が生

じた額とする。  

（基金の管理）  

第７条  基金に属する現金は、金 融 機 関 へ の 預 金 その 他 最 も 確 実 か つ 有 利 な 方法に

より保管しなければならない。  

２  基金に属する現金は、必要に 応 じ 、最 も 確実 か つ 有 利 な 有 価 証 券 に 代 え ること

ができる。  

（基金の処分）  

第８条  基金は、第２条各号に規 定 す る 事 業 に 要 する 経 費 の 財 源 に 充 て る 場 合に限

り、その全部又は一部を処分す る こ と が できる 。  

（基金の繰替運用）  

第９条  市長は、財政上必要があ る と 認 め る とき は、確 実 な 繰 戻 し の 方 法 、期間及

び利率を定めて、基金に属する 現 金 を 歳 計現 金 に 繰 り 替 え て 運 用 す る こ と ができ

る。  

（相殺のための取崩し）  

第 10条  市長は、基金に属する現 金 を 預 金 等 （ 預 金保 険 法 （ 昭 和 46年 法律 第 34号）

第２条第２項に規定する預金等 及 び 農 水 産業協 同 組 合 貯 金 保 険 法（ 昭 和 48年法律

第 53号）第２条第２項に規定す る 貯 金 等 を いう。以 下 同 じ 。）と し て 金 融 機関等

（ 預 金 保 険 法 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 金 融 機 関 及 び 農 水 産 業 協 同 組 合 貯 金 保 険

法 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 農 水 産 業 協 同 組 合 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 預 入 れ し 、

又は信託している場合において 、当 該 金 融機関 等 に 係 る 保 険 事 故（ 預 金 保 険法第

49条 第 ２ 項 各 号 に 掲 げ る 保 険 事 故 及 び 農 水 産 業 協 同 組 合 貯 金 保 険 法 第 49条 第 ２

項各号に掲げる保険事故をいう 。）が 発 生した と き は 、当 該 金 融 機 関 等 に 対する

借入債務（市が保証契約により 負 担 す る ことと な る 債 務 を 含 む 。）と 当 該 預金等

に係る債 権を相殺するため、基金 を 取 り 崩 すこ と が でき る 。  

（運用 状況の公表）  

第 11条  市長は、寄附金の運用状況に つ い て 、毎 年 度 の終 了 後６ 月 以内 に 公表しな

ければならない。  
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（委任 ）  

第 12条  この条例の 施行に関し必要 な 事 項 は 、 市 長 が 別 に 定 め る。  

附  則  

この条例は、公 布の日から 施行す る 。  

附  則 （平成 28年３月 23日条例 第 17号 ）  

この条例は、平成 28年４月１日か ら施 行 す る。  

附  則 （平成 29年 12月 25日条例 第 21号 ）  

この条例は、平成 30年１月１日か ら施 行 す る。  


